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【個別財務諸表等】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成14年３月31日） 
当事業年度 

（平成15年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１．現金及び預金  1,190  1,501

２．受取手形 ※６ 2,367  2,783

３．売掛金 ※３ 12,836  13,329

４．製品  1,199  998

５．原材料  617  704

６．仕掛品  999  1,336

７．貯蔵品  144  150

８．前渡金 ※３ 833  655

９．前払費用  25  10

10．繰延税金資産  147  245

11．短期貸付金 ※３ 225  151

12．未収入金 ※３ 611  753

13．その他 ※３ 10  4

貸倒引当金  △1  △3

流動資産合計  21,208 58.3  22,621 61.4

Ⅱ 固定資産   

１．有形固定資産 ※１  

(1）建物  3,363 3,413 

減価償却累計額  2,081 1,282 2,189 1,224

(2）構築物  451 465 

減価償却累計額  312 138 329 136

(3）機械及び装置  9,285 9,402 

減価償却累計額  7,412 1,873 7,521 1,880

(4）車両運搬具  339 326 

減価償却累計額  257 82 260 66
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前事業年度 

（平成14年３月31日） 
当事業年度 

（平成15年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

(5）工具器具備品  9,194 8,676 

減価償却累計額  8,045 1,149 7,550 1,126

(6）土地  1,009  1,009

(7）建設仮勘定  562  578

有形固定資産合計  6,097 (16.8)  6,023 (16.3)

２．無形固定資産   

(1）電話加入権  12  12

(2）ソフトウェア  247  213

(3）その他  2  1

無形固定資産合計  262 (0.7)  227 (0.6)

３．投資その他の資産   

(1）投資有価証券 ※１ 3,574  2,824

(2）関係会社株式  4,862  4,882

(3）出資金  0  0

(4)長期貸付金 ※３ －  42

(5）関係会社長期貸付金  98  －

(6）長期前払費用  6  8

(7）その他  251  239

貸倒引当金  △0  △1

投資その他の資産合計  8,793 (24.2)  7,996 (21.7)

固定資産合計  15,153 41.7  14,247 38.6

資産合計  36,362 100.0  36,869 100.0
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前事業年度 

（平成14年３月31日） 
当事業年度 

（平成15年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債   

１．支払手形 ※3,6 4,201  5,453

２．買掛金 ※３ 4,846  5,134

３．短期借入金 ※１ 7,670  4,550

４．１年以内返済予定の長
期借入金 

※１ 1,657  2,941

５．未払金 ※３ 172  97

６．未払費用  199  267

７．未払法人税等  66  543

８．未払消費税等  84  67

９．前受金  97  117

10．預り金  65  19

11．前受収益  －  3

12．賞与引当金  539  501

13．設備関係支払手形  250  76

14．その他  9  3

流動負債合計  19,859 54.6  19,778 53.6

Ⅱ 固定負債   

１．長期借入金 ※１ 4,337  5,104

２．繰延税金負債  304  39

３．退職給付引当金  1,989  1,927

４．役員退職慰労引当金  88  105

固定負債合計  6,719 18.5  7,177 19.5

負債合計  26,578 73.1  26,955 73.1

（資本の部）   

Ⅰ 資本金 ※２ 1,237 3.4  － －

Ⅱ 資本準備金  716 2.0  － －

Ⅲ 利益準備金  282 0.8  － －

Ⅳ その他の剰余金   

１．任意積立金   

(1）配当準備積立金  120 － 

(2）買換資産圧縮積立金  250 － 
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前事業年度 

（平成14年３月31日） 
当事業年度 

（平成15年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

(3)特別償却準備金  19 － 

(4)別途積立金  4,400 4,790 － 

２．当期未処分利益  1,579  －

その他の剰余金合計  6,369 17.5  － －

Ⅴ その他有価証券評価差額
金 

 1,178 3.2  － －

Ⅵ 自己株式  △0 △0.0  － －

資本合計  9,783 26.9  － －

   

Ⅰ 資本金 ※２ － －  1,237 3.4

Ⅱ 資本剰余金   

資本準備金  － 716 

   資本剰余金合計  －  716 1.9

Ⅲ 利益剰余金   

１．利益準備金  －  282

２．任意積立金   

(1)配当準備積立金  － 120 

(2)買換資産圧縮積立金  － 249 

(3)特別償却準備金  － 16 

(4)別途積立金  － 4,900 5,285

３．当期未処分利益  － － 1,607 1,607

利益剰余金合計  － －  7,174 19.5

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 － －  795 2.1

Ⅴ 自己株式  － －  △11 △0.0

資本合計  － －  9,913 26.9

負債資本合計  36,362 100.0  36,869 100.0
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②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   

１．総売上高  54,391 58,178 

２．売上値引及び戻り高  408 53,982 100.0 524 57,653 100.0

Ⅱ 売上原価   

１．製品期首棚卸高  2,160 1,199 

２．当期製品製造原価  21,702 24,088 

３．当期製品仕入高 ※１ 26,758 28,257 

合計  50,620 53,544 

４．製品自家消費高 ※２ 632 775 

５．製品期末棚卸高  1,199 48,788 90.4 998 51,770 89.8

売上総利益  5,194 9.6  5,883 10.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※3,4 4,121 7.6  4.326 7.5

営業利益  1,072 2.0  1,557 2.7

Ⅳ 営業外収益   

１．受取利息  9 4 

２．受取配当金 ※１ 92 107 

３．賃貸料 ※１ 69 69 

４．国庫補助金収入  － 56 

５．金型補償代  7 96 

６．その他 ※１ 106 286 0.5 163 497 0.9
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前事業年度 

（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅴ 営業外費用   

１．支払利息  170 170 

２．製品不良による返品加
工賃 

 140 194 

３．棚卸資産処分損 ※２ 60 40 

４．棚卸差損  133 54 

５．その他 ※１ 147 652 1.2 109 569 1.0

経常利益  707 1.3  1,484 2.6

Ⅵ 特別利益   

１．固定資産売却益 ※５ 89 0 

２．投資有価証券売却益  － 89 0.2 10 11 0.0

Ⅶ 特別損失   

１．固定資産売却損 ※６ 89 49 

２．投資有価証券売却損  3 － 

３．投資有価証券等評価損  116 184 

４．退職慰労金  49 16 

５．過年度役員退職慰労引
当金繰入額 

 14 273 0.5 12 262 0.5

税引前当期純利益  522 1.0  1,233 2.1

法人税、住民税及び事
業税 

 191 662 

法人税等調整額  △13 177 △0.3 △54 607 △1.1

当期純利益  345 0.6  625 1.1

前期繰越利益  1,281  1,028

中間配当額  47  47

当期未処分利益  1,579  1,607
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③【利益処分案】 

  
前事業年度 

（平成14年６月26日） 
当事業年度 

（平成15年６月25日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益   1,579  1,607 

Ⅱ 任意積立金取崩額      

１．買換資産圧縮積立金取
崩額 

 1  3  

２．特別償却準備金取崩額  3 4 3 6 

合計   1,584  1,613 

Ⅲ 利益処分額      

１．配当金  47  63  

２．役員賞与金  8  15  

（うち監査役分）  （1）  （1）  

３．買換資産圧縮積立金  －  5  

４．特別償却準備金  －  0  

５．別途積立金  500 555 500 584 

Ⅳ 次期繰越利益   1,028  1,029 
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【重要な会計方針】 

 
前事業年度 

（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法

(1）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 (2）その他有価証券 (2）その他有価証券 

 時価のあるもの 時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用している。 

同左 

 時価のないもの 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 同左 

２．デリバティブの評価基準

及び評価方法 

デリバティブ 

時価法 

デリバティブ 

同左 

３．棚卸資産の評価基準及び

評価方法 

製品、仕掛品、原材料、貯蔵品 

総平均法による原価法

製品、仕掛品、原材料、貯蔵品 

同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）については定額法を採用してい

る。） 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

である。 

建物     ３年～47年 

機械及び装置 ４年～15年 

工具器具備品 ２年～20年 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

  定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用してい

る。 

同左 

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理している。 

同左 

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上している。 

同左 

 (2）賞与引当金 (2)賞与引当金 

  従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため支給見込額に基づき当事

業年度の負担額を計上している。 

同左 
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前事業年度 

（自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成14年４月１日 

至 平成15年３月31日） 

 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してい

る。なお、会計基準変更時差異（108

百万円）については、５年による按分

額を費用処理している。数理計算上の

差異は、各事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

年数（15年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌事業年度か

ら費用処理することとしている。 

同左 

 (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

している。 

同左 

７．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

いる。 

同左 

８．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によっている。 繰延ヘッジ処理によっている。な

お、金利スワップについて特例処理の

要件を充たしている場合には特例処理

によっている。 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段…金利スワップ取引 

 ヘッジ対象…変動金利支払の長期借

入金 

同左 

 (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 

  当社においては変動金利支払の長期

借入金について、借入スプレッドを引

き下げる目的で、デリバティブ取引を

利用している。なお、ヘッジ取引につ

いては、当社業務管理部経理課にて内

部牽制を保ちつつヘッジ取引の実行管

理を行っている。 

        同左 

 (4）ヘッジの有効性評価の方法 (4）ヘッジの有効性評価の方法 

  ヘッジ対象の相場変動又はキャッ

シュ・フロー変動の累計とヘッジ手段

の相場変動又はキャッシュ・フロー変

動の累計を比較し、その変動額の比率

によって有効性を評価している。ただ

し、特例処理によっている金利スワッ

プ取引については有効性評価を省略し

ている。 

同左 

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

  消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理       

同左 
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会計処理の変更 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

－ （自己株式及び法定準備金取崩等に関する会計基準） 

 当事業年度から「自己株式及び法定準備金の取崩等に

関する会計基準」（平成14年2月21日企業会計基準委員

会企業会計基準第1号）を適用している。 

 この変更に伴う損益に与える影響額は、軽微である。

（貸借対照表） 

財務諸表等規則の改正により、当営業年度から貸借

対照表の資本の部の表示方法を変更しております。 

（1株当たり当期純利益に関する会計基準） 

  当事業年度から「1株当たり当期純利益に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 平成14年9月25日 企

業会計基準第2号）及び「1株当たり当期純利益に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 

平成14年9月25日 企業会計基準適用指針第4号）を

適用している。 

   なお、同会計基準及び適用指針の適用に伴う影響

については、（1株当たり情報）注記事項に記載のと

おりである。 

 

表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

 従来、販売費及び一般管理費については、それぞれの

内容を示す費目をもって区分掲記していたが、当期より

これをそれぞれ一括で表示し、重要なものについては、

その内容を注記事項に記載している。 

－ 
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（追加情報） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

（金融商品会計）  

 当事業年度からその他有価証券のうち時価のあるもの

の評価の方法について、金融商品に係る会計基準（「金

融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会 平成11年１月22日））を適用している。この

結果、従来の方法によった場合と比較してその他有価証

券評価差額金が1,178百万円計上されたほか、投資有価

証券が2,033百万円、繰延税金負債が854百万円、それぞ

れ増加している。 

－ 

（賞与引当金）  

 従来、従業員に対して支給する賞与については、未払

費用に含めて表示していたが、「未払従業員賞与の財務

諸表における表示科目について」（平成13年２月14日 

日本公認会計士協会リサーチ・センター審理情報［№

15］）が公表されたことにより、当事業年度より賞与引

当金として表示することに変更している。 

 なお、前事業年度末の未払費用に含まれている金額は

626百万円である。 

－ 

（自己株式）  

 前事業年度において資産の部に計上していた「自己株

式」（流動資産０百万円）は、財務諸表等規則の改正に

より当事業年度末においては資本に対する控除項目とし

て資本の部の末尾に表示している。 

－ 
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【注記事項】 
（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成14年３月31日） 

当事業年度 
（平成15年３月31日） 

※１．担保資産 ※１．担保資産 
 有形固定資産及び投資有価証券のうち下記資産に
ついては、短期借入金1,904百万円及び長期借入金
（１年以内返済予定の長期借入金を含む）5,324百
万円（うち工場財団分2,493百万円）の担保に供し
ている。 

 有形固定資産及び投資有価証券のうち下記資産に
ついては、短期借入金1,975百万円及び長期借入金
（１年以内返済予定の長期借入金を含む）7,345百
万円（うち工場財団分1,975百万円）の担保に供し
ている。 

 
建物 99百万円
構築物 30百万円
機械及び装置 544百万円
工具器具備品 6百万円
土地 287百万円
投資有価証券 859百万円

合計 1,828百万円
  

 
建物 91百万円
構築物 27百万円
機械及び装置 402百万円
工具器具備品 4百万円
土地 287百万円
投資有価証券 1,746百万円

合計 2,561百万円
  

上記有形固定資産のうち工場財団
抵当に供している資産 

上記有形固定資産のうち工場財団
抵当に供している資産 

 
建物 99百万円
構築物 30百万円
機械及び装置 544百万円
工具器具備品 6百万円
土地 287百万円

合計 968百万円
  

 
建物 91百万円
構築物 27百万円
機械及び装置 402百万円
工具器具備品 4百万円
土地 287百万円

合計 814百万円
  

※２．授権株式数及び発行済株式総数 ※２．授権株式数及び発行済株式総数 
 

授権株式数 30,000,000株
発行済株式総数 15,801,750株

  

 
授権株式数 30,000,000株
発行済株式総数 15,801,750株

  
※３．関係会社項目 ※３．関係会社項目 

 関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され
たもののほか次のものがある。 

 関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され
たもののほか次のものがある。 

 
売掛金 165百万円
未収入金 530百万円
前渡金 797百万円
短期貸付金 225百万円
買掛金 2,518百万円
支払手形 310百万円

  

 
売掛金 277百万円
未収入金 504百万円
前渡金 644百万円
未収収益 0百万円
短期貸付金 151百万円
長期貸付金 42百万円
買掛金 2,642百万円
未払金 0百万円
支払手形 422百万円

  
 ４．保証債務  ４．保証債務 

 銀行借入金等に対して保証を行っている。  銀行借入金等に対して保証を行っている。 
 

保証先 保証金額 

アーレスティウイルミン
トンCORP. 

2,840百万円
（21,319千米ドル）

㈱浜松メカテック 152百万円

合計 2,992百万円
  

 
保証先 保証金額 

アーレスティウイルミン
トンCORP. 

3,063百万円
（25,487千米ドル）

㈱浜松メカテック 95百万円

合計 3,158百万円
  

 
 ５．受取手形割引高 110百万円
  

 
 ５．受取手形割引高 ―百万円
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前事業年度 
（平成14年３月31日） 

当事業年度 
（平成15年３月31日） 

※６．期末日満期手形 ※６．       ────── 

 期末日満期手形の会計処理については、当期末日

が金融機関の休日であったが、満期日に決済が行わ

れたものとして処理している。当期末日満期手形の

金額は次のとおりである。 

 

 
受取手形 143百万円

支払手形 1,258百万円
  

 

 



 

－ 47－ 

（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ている。 

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ている。 
 

製品仕入高 24,589百万円

受取配当金 66百万円

賃貸料 52百万円

その他営業外収益 72百万円

その他営業外費用 66百万円
  

 
製品仕入高 26,175百万円

受取配当金 78百万円

賃貸料 63百万円

その他営業外収益 84百万円

その他営業外費用 153百万円
  

※２．製品自家消費高 ※２．製品自家消費高 

製品の材料戻し、見本出荷である。 同左 

※３．販売費に属する費用のおおよその割合は56％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は44％で

ある。 

主要な費目及び金額は次のとおりである。 

※３．販売費に属する費用のおおよその割合は55％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は45％で

ある。 

主要な費目及び金額は次のとおりである。 
 

給与手当 760百万円

賞与引当金繰入額 300百万円

退職給付費用 85百万円

役員退職慰労引当金繰入 21百万円

減価償却費 65百万円

運送費 786百万円
  

 
給与手当 792百万円

賞与引当金繰入額 355百万円

退職給付費用 107百万円

役員退職慰労引当金繰入 21百万円

減価償却費 60百万円

運送費 745百万円
  

※４．研究開発費の総額 ※４．研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

502百万円

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

610百万円

※５．固定資産売却益の内訳 ※５．固定資産売却益の内訳 
 

土地 77百万円

建物 8百万円

機械及び装置 2百万円

工具器具備品等 0百万円

合計 89百万円
  

 
土地 0百万円

合計 0百万円

 

 

 
  

※６．固定資産売却損の内訳 ※６．固定資産売却損の内訳 
 

機械及び装置 62百万円

車両運搬具 2百万円

建物 11百万円

構築物 0百万円

工具器具備品 12百万円

合計 89百万円
  

 
機械及び装置 32百万円

車両運搬具 1百万円

建物 1百万円

構築物 1百万円

工具器具備品 12百万円

合計 49百万円
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（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 
 

 
取得価額相
当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

工具器具備品 258 170 87

ソフトウエア 179 91 87

合計 437 262 175

  

 

 
取得価額相
当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

工具器具備品 194 148 45

ソフトウエア 178 122 56

合計 372 270 102

  
（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定している。 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定している。 

(2)未経過リース料期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額 
 

１年内 75百万円

１年超 99百万円

合計 175百万円
  

 
１年内 59百万円

１年超 42百万円

合計 102百万円
  

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

いる。 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

いる。 

(3)支払リース料及び減価償却費相当額 (3)支払リース料及び減価償却費相当額 
 

支払リース料 87百万円

減価償却費相当額 87百万円
  

 
支払リース料 75百万円

減価償却費相当額 75百万円
  

(4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっている。 

同左 

 

（有価証券関係） 

前事業年度（自 平成13年４月１日 至 平成14年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 
貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

関連会社株式 717 568 △149 

 

当事業年度（自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 
貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

関連会社株式 717 529 △188 
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（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  
前事業年度 

（平成14年３月31日） 
当事業年度 

（平成15年３月31日） 

  （百万円） （百万円） 

 繰延税金資産 

 未払費用 － 25

 未払事業税 3 50

 賞与引当金損金算入限度超過額 144 175

 退職給付引当金損金算入限度超過額 681 679

 役員退職慰労引当金 37 43

 ゴルフ会員権評価損 12 13

 その他 13 10

 繰延税金資産小計 891 997

   評価性引当額 － △56

 繰延税金資産合計 891 941

 繰延税金負債 

 買換資産圧縮積立金 △180 △172

 特別償却準備金 △11 △9

 その他有価証券評価差額 △854 △546

 その他 △2 △７

 繰延税金負債合計 △1,049 △735

 繰延税金資産の純額 △157 205

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳 

  
前事業年度 

（平成14年３月31日） 
当事業年度 

（平成15年３月31日） 

  (％) (％)

 法定実効税率 42.1 42.1 

 （調整）   

 交際費等永久に損金に算入されない項目 6.5 2.6 

 受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △6.0 △1.9 

 住民税均等割 2.8 1.2 

 税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 － 1.4 

 その他 △11.3 4.0 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.0 49.3 

 

 

３.法人税等の税率の変更により修正された繰延税金資産及び繰延税金負債の金額            

繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、前事業年度は42.1％、当事業年度は流

動区分については42.1％、固定区分については40.7％であります。これにより、繰延税金資産の金額が16

百万円減少し、当事業年度に費用計上された法人税等調整額の金額が同額増加しております。 
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（１株当たり情報） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

 

１株当たり純資産額 619円21銭

１株当たり当期純利益金額 21円85銭

  

 

１株当たり純資産額 627円 47銭

１株当たり当期純利益金額 38円 68銭

  
 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、新株引受権付社債及び転換社債の発行がないた

め記載していない。 

 また、１株当たり情報の計算については、当期より自

己株式数を控除して算出している。 

なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額に

ついては、新株引受権付社債及び転換社債の発行がな

いため記載していない。             

当事業年度から「１株当たり当期純利益に関する会計

基準」（企業会計基準第2号）及び「1株当たり当期純

利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第4号）を適用している。 

 なお前事業年度と同じ方法により算定した場合の当

期の1株当たり情報については、以下のとおりであ

る。 

 

1株当たり純資産額          628円 42銭 

1株当たり当期純利益金額        39円 63銭  

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

 
前事業年度 

(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（百万円） － 625 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － 15 

（うち利益処分による役員賞与金） －         （15）

普通株式に係る当期純利益（百万円） － 610 

期中平均株式数（株） － 15,792,036 
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【 役員の異動 】 

（平成15年6月25日付予定） 

 

（１） 新任取締役候補 

林   禎一 （現、浜松工場長） 

（２） 退任予定取締役 

坂本  勝美 （現、取締役）タイアーレスティダイCO.,LTD.代表取締役社長就任予定 

 上記は、平成15年4月17日合併契約締結に関するお知らせの中でのご参考資料で発表したものです。 

 

新役員体制 

 以上の異動により、平成15年6月25日付にて、当社の役員体制は次のようになります。 

 

取締役（＊印は上席執行役員を兼務、☆印は社外取締役） 

 代表取締役社長 高橋   新 ＊ 

 常務取締役   平等  佳男 ＊（社長補佐、経営企画室長、業務管理部管掌） 

 取締役     早乙女  隆   

  同      小木   旭 ＊（ダイカスト営業本部長兼東日本ダイカスト営業部長） 

  同      林   禎一 ＊（ダイカスト製造本部長兼浜松工場長、天竜金属工業株式会社・株式会社浜

松メカテック管掌） 

  同      比企  能信 ☆（日本軽金属株式会社常務執行役員） 

監査役（※印は社外監査役） 

 常勤監査役   古本  一之 

  同      久保田 昌男 

 監査役     大﨑  巖男 ※（弁護士） 

  同      早乙女 唯夫 ※（税理士） 

   上記、監査役久保田昌男は、平成15年4月17日合併契約締結に関するお知らせの中でのご参考資料で発表しま

したとおり、平成15年9月30日に監査役を退任し、当社顧問になる予定です。 

上席執行役員 

  佐伯   要 （商品営業部長、株式会社モバテック管掌） 

 高橋  冬彦 （東松山工場長兼パスカル工業株式会社代表取締役社長、菅原精密工業株式会社管掌） 

  林   清治 （品質管理部長） 

  古屋   茂 （熊谷工場長兼アルミ営業部長） 

  八木  和男 （株式会社アーレスティ栃木代表取締役社長兼ケイデイーシーつくば株式会社代表取締役社長、

マグネシウム事業部管掌） 

  三中西 信治 （技術部長、タイアーレスティエンジニアリングCO.,LTD.管掌） 

執行役員 

  野中  賢一 （アーテスティウイルミントンCORP.代表取締役社長） 

  福島  聖博 （株式会社アーレスティ熊本代表取締役社長） 

  石丸   博 （中国プロジェクト部長） 

磯部  憲司 （業務管理部長） 

見目  康夫 （菅原精密工業株式会社代表取締役社長） 
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合併後（平成15年10月1日付予定） 

 

取締役（＊印は上席執行役員を兼務、☆印は社外取締役） 

 代表取締役社長 高橋   新 ＊ 

 常務取締役   平等  佳男 ＊（社長補佐、経営企画室長） 

 取締役     熊木   勉 ＊（管理本部長、業務管理部管掌、パスカル販売株式会社・株式会社シー・エ

ス・イー・株式会社シー・エス・フソー管掌）  

  同      早乙女  隆 ＊（豊橋工場長、京都軽金属株式会社・エスケイ化成株式会社・ケイディー

シーサービス株式会社・株式会社新京都精機管掌）  

  同      小木   旭 ＊（ダイカスト営業本部長） 

  同      林   禎一 ＊（ダイカスト製造本部長兼浜松工場長、天竜金属工業株式会社・株式会社浜

松メカテック管掌） 

  同      梅原  信夫  （豊橋工場次長） 

  同      比企  能信 ☆（日本軽金属株式会社常務執行役員） 

監査役（※印は社外監査役） 

 常勤監査役   古本  一之 

  同      宇野  信夫 

 監査役     大﨑  巖男 ※（弁護士） 

  同      早乙女 唯夫 ※（税理士） 

上席執行役員 

  佐伯   要 （商品営業部長、株式会社モバテック管掌） 

 高橋  冬彦 （東松山工場長兼パスカル工業株式会社代表取締役社長、菅原精密工業株式会社管掌） 

  林   清治 （品質管理部長） 

  古屋   茂 （熊谷工場長兼アルミ営業部長） 

  八木  和男 （株式会社アーレスティ栃木代表取締役社長兼ケイデイーシーつくば株式会社代表取締役社長、

マグネシウム事業部管掌） 

  三中西 信治 （技術部長、タイアーレスティエンジニアリングCO.,LTD.管掌） 

執行役員 

  梅原  信夫 （豊橋工場次長） 

  野中  賢一 （アーレスティウイルミントンCORP.代表取締役社長） 

  福島  聖博 （株式会社アーレスティ熊本代表取締役社長） 

  古畑   稔 （ダイカスト営業副本部長） 

  石丸   博 （中国プロジェクト部長） 

磯部  憲司 （業務管理部長） 

見目  康夫 （菅原精密工業株式会社代表取締役社長） 

 

 
以 上 

 

 


